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第３回神奈川県観光客受入環境整備協議会 議事録 

 

日時：平成 29年３月 30 日（木）10 時～12 時   

場所：（公財）神奈川産業振興センター大研修室  

 

 

１．開会 

（座長：古賀教授） 

ただいまから第３回神奈川県観光客受入環境整備協議会を開催いたします。 

 

２．議題 

（座長：古賀教授） 

議題 1「受入環境を整備するための具体的な事業の内容と経費の総額について」です。 

前回は事務局から観光客受入環境整備の事業と経費について、また合わせて観光案内所

の状況、ウェブサイトの多言語化対応状況、バス駐車場等の状況、観光データの整備状況等

を報告してもらい、皆様からいろいろな御意見をお聞かせいただきました。前回出た主な御

意見といたしましては、誰がやるかは別にして、資料に記されたいずれの事業も必要である。

手ぶら観光のための荷物預け所などの整備事業も追加すべきである。パークアンドライド

の実施や道路混雑状況の情報提供、道路の拡幅工事などが必要である。鎌倉など道路が狭隘

な地域の渋滞対応にはシャトルバスが有効である。駐車場を作りたくても、農水省などの土

地利用規制が問題になり、規制緩和を考えるべきである。外国人を受け入れたければ、各施

設が主体的に取り組むべきである。観光施設のバリアフリー化は大切であると、いろいろな

御意見をいただいたところです。 

本日はこれらの御意見を踏まえて、引き続き受入環境としての具体的な事業の内容と経

費について意見交換をしていただきたいと思います。前回の皆様の意見を踏まえながら、事

務局から追加資料を用意してもらいましたので、説明をお願いします。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

私から資料１と資料３について、説明させていただきます。 

資料１「観光客受入環境整備のための事業の内容と経費」を御覧ください。これにつきま

しては、前回委員の皆様からいただいた御意見を反映しているところでございます。 

最初でございますが、前回、国が補助メニューを出していることについては盛り込んでい

くべきではないかという意見をいただきました。そこで、４つの項目を追加しております。

５ページの８（３）でございます。１つ目は、ムスリムの対応マニュアルというところが国

の対象となっておりますので、こちらを追加しています。前提として、県が全県域を対象に

実施していく方向で積算しています。続きまして、６ページ、10（１）手ぶら観光でござい



2 

 

ます。これにつきましても、同様の理由で入れております。詳細については御覧のとおりで

す。続きまして７ページ、12 でございますけれど、クレジットカード決済の端末の設置に

つきまして表記をしているところですが、こちらにつきましては端末の最初の導入コスト

だけでなく、日頃の手数料が大変だというところもございましたけれども、まずは最初のイ

ニシャルコストのところを、最低限必要になるというところで入れております。最後は８ペ

ージ、13（６）のところでございますが、テレビ海外ニュースの放送受信設備、こちらにつ

きましても国のほうで整備しておりましたので、追加しております。以上４点を新たに付け

足しております。 

続きまして、２ページ「多言語案内表示の観光案内板整備」でございます。このうち多言

語案内表示の新設というところで、新しく観光魅力創造協議会で発掘した観光資源につい

ては、地域の観光資源というところで、新しく観光案内看板を整備するべきということで前

回も御説明させていただいたところでございます。ただ、大体 1,000 枚と今なっております

けれども、前回の計算は、観光魅力創造協議会の発掘した観光資源 1,076 というのをそのま

ま使っておりましたが、この中には、全部が新しいというものではなくて、重複している既

存の資源も当然含まれておりましたので、そこについては除いているところであります。詳

しい箇所につきましては、添付しております別紙１、別紙３、別紙４を御覧いただければと

思います。別紙１でございますけれども、前回観光魅力創造協議会が発掘した 1,076 のう

ち、既存のものが 103 含まれておりましたので、その分を除いた 973 が新規の観光資源と

いうところで、それに基づいて約 1,000 枚と記載しています。 

続きまして、資料１の３ページを御覧ください。前回も御説明いたしましたけれど、多言

語ガイドブックとか多言語ウェブサイト、ＳＮＳにつきましては、おおよそ３パターンが想

定できるという話をさせていただいておりました。入込観光客数が一定以上の市町村が各

市町村域でそれぞれガイドブック、ＳＮＳ、ウェブサイトを作る場合と、もっと広域的に、

６つの地域区分で県内を６つに分けて発信する場合、そして県全域を対象として発信する

場合、この３パターンをやっておりまして、前回は一番経費がかかると見込まれる、①の各

市町村域が全部パンフレット等を整備する場合だけを計上していたところで、そちらにつ

きましては、また議論いただきたいところですけれど、いろいろなパターンを示していると

ころです。①の市町村全域がやる場合、①プラス②の市町村全域と６つの地域それぞれやる

場合、それから①②③、全県域もありますし、一定の広域のところもありますし、市町村各

地域もやる、そういった前提で計算したところがそれぞれパターン別で載っております。こ

れにつきましては、いろんなパターンがあると思います。ここに載っているもの以外でも、

例えば県全域というのを１つ作ったうえで、より細かい情報については市町村域で作った

方がいいのではないか、そういうパターンもあると思います。後ほど御議論いただきたいと

ころです。それぞれのケースで必要になってくる経費については、備考と書かれております

一番右側のそれぞれ枠の一番下に計算が載っております。例えば多言語ガイドブックのパ

ンフレットであれば、①各市町村でやる場合には７億 3,500 万円、②の場合は２億 1,000 万
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円、③の場合は 3,500 万円、この組み合わせの数字が左側のところに計上されているところ

でございます。関連でございますが、皆様のお手元にパンフレットを新しく作成しましたの

で置かせていただいています。県内いろいろなところから富士山が見えます。海外のお客様、

富士山については非常に認識を持たれているというところでございますので、県内の 59の

スポットをもとに富士山を見ながら何か体験できるようなものを一覧化しているところで

ございます。こちらにつきましては、英語版と台湾でよく使われている繁体字版の２つを作

成させていただきました。開いていただきますとゴールドになっておりますのが、葛飾北斎

の富嶽三十六景をもとにした神奈川の絵でございます。開いていただくと一枚の絵になる

かたちでお土産にも使っていただきたいと思っているところでございます。こういったも

のが、県域全体を網羅するパンフレットとしてこれからも必要になってくるかと思います

けれど、そのほかにどういったものが必要になるか、後ほど御議論いただきたいと思ってお

ります。 

続きまして、資料１の４ページ、６（１）でございますけれども、Wi-Fi の設置につきま

して前回も計上していたところでございますが、前回はホテル・旅館の未整備率をかけまし

て必要な個数を出しておりました。これは皆様からのアンケートに、整備されているものと

整備されていないもの、そのうち整備されていないものを出しまして、整備されていないと

ころにはこれから整備すべきだという前提でやっておりましたが、例えば Wi-Fi の整備に

つきましても、ホテル・旅館のすべてに必要になるかというと、個々の事情がありますので、

少なくとも今現状としてアンケートで課題として Wi-Fi を設置しなければいけないと認識

をされている方で未整備率を出しまして、それに基づいての必要個数ということでござい

ます。 

資料１の最初に戻りまして、観光案内所の整備につきまして、前回カテゴリⅠとカテゴリ

Ⅱでそれぞれ必要経費が変わってくるところを一緒くたにしているところを、それぞれ経

費負担額を割り出しまして、より緻密に計算しているというところでございます。 

全体として、前回の皆様の御意見を踏まえ、より緻密に計算したというところでございま

す。 

資料３でございます。前回委員の皆様から、アクセス、鉄道の情報、フリー切符の情報と

いうところをもっと皆様にお伝えするべきではないかという御意見をいただいたところで

すが、これにつきまして、２月 10 日にオープンしました「Tokyo Day Trip-Kanagawa Travel 

Info」、神奈川県の情報をネットで発信するウェブサイトの中でも、鉄道周遊切符、県内フ

リー切符をまとめて閲覧できるようなっております。県内で、ここに載せているだけでも８

つの切符があります。これをクリックしていただくと、それぞれの会社のホームページに飛

ぶようにすることで、神奈川県内を、フリー切符を使って周遊していただくような仕掛けを

作っているということでございます。 

資料１に戻りまして、別紙２を御覧ください。先ほど申し上げた、神奈川県観光魅力創造

協議会が提示した観光資源 1,076 のうち、どの市町村に観光コンテンツがちらばっている
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かを見える化したものでございます。密度による色分けということで、赤色が一番密度が濃

い。その後黄色、水色、無色という形になっています。この色がついていないところですけ

れども、詳しく見ていていただくと左下にそれぞれ観光資源の数が出ておりますが、必ずし

もゼロとは限らないのですが、面積にしてあまり出てきていないところというのが、白いと

ころでございます。逆に言えば、これからまだまだ発掘できる可能性のあるところでござい

ますので、ぜひ今後とも御協力いただきたいと思っております。 

 

（事務局：八尋観光企画課長） 

私から資料２を説明させていただきます。前回の協議会の中で、道路の問題、渋滞の問題

がいくつか出るということで、まとめたものでございます。 

２－１でございますが、平成 24 年度の首都圏での主要渋滞箇所の特定結果でございます。

こちらを御覧いただきますと、首都圏全体では高速道路 91箇所、一般道路 1,499 箇所の渋

滞箇所ができたということです。神奈川県で渋滞と認められたのは、全体で 411 箇所、９エ

リア、52区間、101 箇所で渋滞ポイントがあるということで、埼玉、千葉と比べても神奈川

県はかなり多いという調査結果でございます。主要渋滞箇所で早期に大きな効果が期待で

きる箇所につきましては、道路管理者が速やかに対策を検討するということで、当時のもの

でございますけれども、東名高速道路につきましては大和トンネル付近等となっていると

いう資料でございます。また、主要渋滞箇所のうち、一般の皆様から御意見をいただいてい

る箇所につきましては、首都圏渋滞ボトルネック対策協議会でワーキンググループを設置

して対策を検討するという状況でございます。具体的な渋滞箇所につきましては、Ａ３版の

資料を御用意しております。神奈川県の中の 411 箇所の渋滞箇所でございます。黄色部分が

面で渋滞しているところで、９エリアございます。相模川東側に集中しているという状況で

す。また、ブルーの部分が道路の区間で渋滞している 52 区間です。最後に渋滞の箇所数と

いうことで、赤くポイントしているところが 101 箇所ということで、県全体では図にあるよ

うなところが、特に渋滞が激しいという状況でございます。 

資料２－２を御覧ください。「改定・かながわのみちづくり計画」、昨年の３月に改定した

ものでございます。抜粋でございますけれども、11 ページを御覧ください。道路の活用計

画ということで、みちづくり計画の中で道路の需要と道路自体の整備、また道路の維持管理

に関しての項目がまとめて記載されてございます。道路の有効活用ということで、「交通流

の円滑化」と「交通安全の確保」、「道路環境の改善」、「利便性の向上」という４つの方針の

下、対策をしていくということでございます。主な事業といたしまして、12 ページ以降に

記載がございますが、例えば交通流の円滑化でございますと、自動車専用道路の渋滞対策と

して、東名高速道路大和トンネル付近の対策、交差点の改良というところでは、主な箇所に

なりますけれど、県道 26号、23 号、134 号、54 号にございます交差点について、改良をし

ていくということです。13 ページを見ますと、橋梁の新設、架け替えということで、県道

54 号、60 号にかかる橋梁の整備を進めていくということです。狭隘箇所の解消につきまし
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ては、県道 215 号、76 号、739 号、記載の地域にて解消を進めるということです。15 ペー

ジを御覧いただきますと、利便性の向上の主な取組として、道路をより使いやすくするとい

うことで、スマートインターチェンジの整備、箇所で言いますと綾瀬のインターチェンジが

進められているところでございます。また、道の駅の整備促進ですと、茅ヶ崎で整備が進め

られている状況でございます。最後になりますけれど、外国の方にも分かりやすい道路案内

標識の整備推進をこういった形で進めている状況でございます。27、28 ページを御覧いた

だきますと、こちらが東京 2020 オリンピック・パラリンピックに向けた重点的な取組を進

めていく箇所でございます。自動車専用道路やスマートインターチェンジ、観光地にアクセ

スする道路の整備を重点的に進めているところです。具体的な箇所につきましては、資料に

ございます。 

資料２－３を御覧ください。今御説明いたしました、東京オリンピック・パラリンピック

に向けた重点的な取組にかかる幹線道路の整備の財源の話でございまして、やはり具体的

に進めていくためには財源が必要ということで、法人二税の超過課税を活用してまいりま

す。こちら平成 29年度の当初予算でございますが、地震対策等もございますが、真ん中の

あたりにⅡ「東京オリンピック・パラリンピックにむけた幹線道路の整備」の事業費総額 238

億ということでございます。29 年度につきましてはこれだけの事業費で整備を進めていく

ということで、この財源につきましては、一般財源 58億円を充当する中で、法人二税の超

過課税につきましては総額 166 億円を活用していくと。率にして大体 85％の活用率という

ことで、超過課税を活用した整備を進めている状況であります。29 年度主な整備を推進す

る路線につきましては、資料の下段の方に記載しているとおり、新東名高速道路へのアクセ

ス道路として、厚木南インター、伊勢原北インター、秦野インター、それから横浜湘南道路、

綾瀬スマートインターチェンジ等々、こういったところについて、超過課税を活用して進め

ていくという状況でございます。 

資料４につきましては、県内市町村、商工会議所連合会、商工連合会等で組織しました神

奈川県鉄道輸送力増強促進会議が、平成 28 年 11 月に各鉄道事業者に提示した要望書の抜

粋となってございます。この鉄道輸送力増強促進会議は、輸送力の増強や利便性向上につい

てのさまざまな取組や施策を鉄道事業者に要望しておりまして、この表に記載されており

ますのは、そのうち観光に関係する環境整備についての事項をまとめたものでございます。

例えば多言語での案内放送の実施場所という項目ではＪＲ、ここでは藤沢駅、鎌倉駅、大船

駅、小田急電鉄では湘南台駅、藤沢駅、江ノ島駅、江ノ電におきましては鎌倉駅、藤沢駅そ

して江ノ島駅、こういった駅におきまして、多言語での案内放送をするよう求めているとこ

ろでございます。また、このような駅につきましては、東京オリンピック・パラリンピック

のセーリング会場である江の島に向かう多くの外国人客が乗り換え等で利用することが見

込まれているため、利便性が求められております。それ以外には、例えば、ＪＲにつきまし

ては横須賀線や横浜線、また中央線において、イベント時の臨時列車の運行など、さらには、

小田急線につきましては周遊割引券の「丹沢・大山フリーパス」の自由区間の延長ですとか、
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西丹沢地域への登山客を対象とした周遊切符の販売等が要望されているところでございま

す。 

 

（座長：古賀教授） 

ありがとうございました。続いて、本日は新たな資料といたしまして、全国旅行業協会神

奈川県支部の坂入支部長から、横浜駅西口の貸切バス予約システムの検討状況について情

報をいただいておりますので、御説明いただきたいと思います。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

「横浜駅西口貸切バス予約システム」という表題がついた資料を御覧ください。ＪＡＴＡ

日本旅行業協会も一緒にやっているものでありますが、神奈川県の業者を集めて説明会を

催したときの資料ということで、わたしの方から説明をいたします。一枚めくっていただい

て、「目的と概要」というところを御覧ください。御存知の方とそうでない方がいらっしゃ

るかもしれませんが、横浜駅西口に天理ビルというビルがございまして、そこを発着すると

いうか、発する観光バスが大変多く、それが６時半から９時半の通勤時間帯にものすごく台

数が多い。そのために、道路にはみ出してしまう観光バスが出てきたり、集合したお客さん

が道路にたまってしまって、天理ビルの通勤者に非常に迷惑をかけているということで、３

年近く前から、戸部警察からわれわれ業界団体に、混雑緩和をするよう要望があったという

ことでございます。天理ビルの方から警察に何とかしてくれという訴えがあったようでご

ざいまして、そのときに最初集められたのが、「目的と概要」の上にあります協議会の役員

名簿の中にありますとおり、団体名でいいますと、高速バスの停留所管理協会、神奈川県の

バス協会、全国旅行業協会の神奈川県支部及び日本旅行業協会、ＪＡＴＡの関東支部といっ

たところが集められて、対処するようにということで、昨年の 10 月６日、横浜駅西口バス

乗降場運営協議会という組織を立ち上げました。過去３回会議を持ちまして、３月 17 日に

お手元の資料がまとまったところであります。 

もう一枚めくっていただくと、その混雑状況の写真がございまして、その下にシステムの

全体イメージとして、旅行業者が予約をして、バスの発着を時間に合わせてショットの方式

でやりましょうということで、これは名古屋の駅前にありますシステムを勉強して、それを

利用してやりましょうということでまとまったところです。システムを運営するためには

当然費用がかかるわけで、積算等をさせていただいて、なおかつ、高くなりすぎてもなかな

か難しいということで、受益者負担ということでお客様に金額を持っていただくのですが、

落ち着いたところの金額だけ申し上げますと、１回の利用につき 5,500 円ということで今

落ち着いております。混雑状況の下のシステム全体のところにありますように、有料で使う

時間帯は６時半から９時半の３時間ということになっています。ここの時間帯が一番多い

時間帯となっています。 

さらに５枚めくっていただくと、細かい予約システムは必要ないと思いますので、その下
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のところに「バスのりば 第二バスのりば ４バース」と書いてありますが、左下にありま

す写真に、赤い長いのが４つあるのですけれど、これはバスのイメージです。天理ビルの裏

方の通り、現在市営バス等の停留所がありますが、この停留所を天理ビルの表側に移して、

そこを使わせてもらおうということで話を進めておりました。まとまりまして、ここに４台、

15 分で１台、15 分で４台まとめて出るのですが、１時間で 16 台、３時間で言うと 48 台、

年間で現在６千台という試算でもって、料金を積算したところであります。これに合わせて、

お客様の集合場所を別のところにしようということで、一枚戻っていただくと、お客さま待

機場所というのが上下にあります。横浜西口のビブレというところの催し物広場の脇に通

路があります。この通路のところに待機してもらおうということで、これによって天理ビル

前の混雑を緩和しようということであります。ここの待ち合わせで雨が降ったらどうする

とか、いろいろとまだ問題点は残っておりますが、ほかにいろいろと検討した結果また交渉

した結果、ほかの場所が出てきておりませんので、現時点ではこの場所をお客様の待機場所、

ここから先ほどの一枚めくったバスの配車場所へ、出発場所までは徒歩５、６分のところで

あります。誘導をどのようにするかとか、まだ課題はいくらでも残っておりますが、ほぼこ

の案で決まったところです。 

あくまでも民間で組織しておりまして、一番前のページに戻っていただいて、役員名簿の

上から２行目に桜交通というのが出ていると思いますが、こちらにシステムを開発しても

らっていまして、いろんな運営にかかる人件費、システム費、事務諸経費等をすべて積算し

た上で出した金額なのですが、利用数が減った場合に赤字が出るわけで、これをどこが負担

するのという問題が起こりまして、これについてはあくまで民間の話でございますので、赤

字が出た場合には利用料金をあげるしかない、ということであります。利用料金については、

大手の旅行業者が３社入っていますが、上から３番目の四角のところに日本旅行業協会関

東支部の中の２番目、３番目、４番目です。クラブツーリズムと阪急と読売旅行、この三社

がこの乗降場を多く利用していまして、おおむね３分の２の台数を使うことになろうと思

っております。募集の旅行というのは 100 円の差が集客に影響するので、この 5,500 円が

当初 8,000 円とかだったのですけれど、なかなか難しいということで、いろいろ個別に交渉

してお願いをし、了解をもらったところです。したがって、金額的には 5,500 円、１回分で

す。先ほどの４台一度にというお話をしたのですが、実はそのほかに２バースを別途設けて

いまして、下から２番目の紙、９枚目の紙のところなのですが、バス乗り場とお客様待機地

の候補場所の下に「⑥バスのりば 水信ビル前 ２バース」と書いてあります。これは西口

を出てずっといくとある高速の下にホテルがあって、そこの前に大型バス 12 メートルが１

台分と９メートルが１台分、別途とってありまして、これは企業の送迎ですとか、それから

旅館で無料送迎をやったりすると、一番多いのはショッピングセンターへの送迎が 2,000 台

強年間にあるということで、そういったところのために優先的な場所として利用しようか

ということに今なっております。いずれにしても、混雑緩和のために何らかの方策を講じろ

ということで、本来であればわれわれとしては、国か県か、横浜市がやってほしかったとこ



8 

 

ろではありますが、なかなかそうもいかないところでありましたので、民間団体としてこの

協議会を立ち上げ、協議会の中で集金もし、減価償却もし、事務諸経費も人件費もすべて持

ちましょうということで現在進んでおるところでございます。27 日に神奈川県の業者、わ

れわれの会員と非会員というのがあるのですが、団体に入っていない業者がありまして、そ

れらを集めて 70 社ほど来ていただいたのですが、そのときにやはり業者側として、これは

どうなっているのか、これはどうするのか、という質問が出てきました。もう少し検討しな

ければいけないという話が出ましたので、第４回の会合のときにその新しく出てきた問題

点、たとえば横浜駅西口を第一配車でなくどこか２箇所３箇所とまわって横浜駅西口で最

終に人を乗せる場合、バスの待機場所に入れるのかどうかとか、そうした問題も出てきまし

た。もうひとつ、横浜駅から出る際に３人しかいない、それでも 5,500 円を取るのかという

話もありました。それから 2,200 台を一年間動かすところに割引はないのかとか、いろいろ

問題が出ましたので、そこを第４回の会議でまたもんでいくというところであります。早け

れば７月中、遅くとも８月の頭には試験運転を開始したいと現在、協議会の方で考えている

ところであります。 

 

（座長：古賀教授） 

ありがとうございました。追加資料の御説明、それから事業の内容、特に前回意見をいた

だいた項目の追加の部分を中心に御説明いただきました。 

もちろん項目もさらに御検討いただくということと、経費についても重点的に御意見を

いただけたらと思います。いろいろ積算方法とかありますけれども、それらも踏まえて御意

見をいただけたら。まず資料１の１ページから３ページ、１「観光案内機能の充実」から３

「多言語化対応の強化」というところについてまずは御意見をお願いいたします。 

 

（箱根町：山口町長） 

多言語、多言語と言いますけれど、多言語の範囲をどうするか、その辺もあると思います。

箱根の場合には、英語、韓国語、中国語を主でやっていますけれども、世界各国から来ます

から。ただ、外国の観光地を見ると、日本語で書いてあるかというとほとんどないですよね。

商店とか土産物屋で、日本語話せますだとかはありますけれど、街中を歩いてどうかという

と、ほとんど見かけない。そういう中でどの程度まで多言語にしていくか、どうやっていけ

ばいいのか、その辺だと思います。そうでないと、際限なく多言語にしなければいけなくな

る。今、ローマ字を英語に変えていこうとなっていますけれど、少なくとも英語の表記はし

ていかないと。 

それからこの「Tokyo Day Trip」、これは訳はどうなるのでしょうか。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

日帰りでも東京から来られるような、非常に近いと。 
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（箱根町：山口町長） 

大いに結構なのだけれど、我々からすれば、宿泊してもらいたい、それで神奈川県を見て

もらいたい、ということからすると、東京宿泊、今の実態とほとんど変わらないわけです。

日帰りでも来られますでは、何もわざわざ行かなくてもいいわけで、日帰りでいいではない

かというような捉え方もできるのではないかなと。もっと神奈川を前面に出した方が、

KANAGAWA DAY AND 宿泊だとか、日帰りでも宿泊でも魅力がいっぱいある神奈川県

ですと。外国では神奈川なんか誰も知らないわけです、横浜、鎌倉、箱根は知っていても。

神奈川を売り出して、日帰りもよし宿泊もよしというような形で、やったらいいのかなと。

これだと東京の付属みたいな形で、東京に泊まって、日帰りで神奈川県見てくださいと。感

じ方だけれども、これからＰＲをしていくということだと、どうなのかという気もします。 

 

（座長：古賀教授） 

たしかに、最初に見たとき「Tokyo Day Trip」と書いてあったから、ちょっとあれって思

ったのです。どこで作られているか書いていないと思うのですけれど、余計東京で作ったの

ではないかと思われてしまう。県が作ったのかなと思って見たのですけれど。やはり東京主

体というよりも、神奈川主体でＰＲ活動すべきではないかということで、もっと神奈川とい

う名前を外国にＰＲするということではないかと思います。 

 

（公募：卓拉氏） 

このパンフレットを見て、ひとつは、例えばマップを加えて、鉄道でどうやっていけるか

という具体的な線路や、駅の近くに何があるかを載せたらいいと思います。もうひとつは、

観光資源が集中して載っている、一日の中でどうやって遊ぶか、例えば８時に出かけるとし

て９時に到着して、そこをまわって次にどこに行くかという、充実した一日が過ごせるよう

な、そういう案内があればもっといいかなと思います。観光客にとっては、すごく便利とか

参考になると思います。 

もうひとつ、ＳＮＳの作成に関して、36 のＳＮＳとか６のＳＮＳとか、今後の決め方は

どうしますか。外国人の考え方から見ると、一つのサイトとして全部の情報がまとまってい

るような形がもっと便利かなと思います。でも、もしかしたら市町村で 33ばらばらにして

も便利かなと。 

 

（事務局：脇国観光課長） 

まさにそういった御意見をいただきたい。こうした方が便利ではないかとか。 

 

（座長：古賀教授） 

今後決めていくための御意見も踏まえて、いろいろいただければ。こういうのがいいとか、



10 

 

やっぱり市町村別にやった方がいいとか、あるいは全体を一つにした方が分かりやすいと

か。今のパンフレットもそうだと思うのですけど、個別の点のところは、やっぱり線とかあ

るいはある程度距離とか分かった方がいいということですね。 

 

（日本旅館協会：岡田支部長） 

箇所数が書いてあるのですけれど、現状すでにあるものとの関係はどうなのでしょうか。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

前回、お渡ししております資料にウェブサイト多言語対応の状況を示しておりまして、県

で見ますと外国語、特に英語サイトで 33 中 14、中国語に対応しているのが９、ＳＮＳに関

しては、フェイスブック、ツイッターをやっているところがフェイスブック 22、ツイッタ

ー14。数についてはそういうことで、実態は把握していないです。 

 

（座長：古賀教授） 

やっぱり今までは体系的にやっていなかったということですかね。だんだん増えていっ

た感じで。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

おっしゃるとおり、このほか市町村もそれぞれ、県もそれぞれやっている。本来はウェブ

サイトについては県全体の状況をやっている。神奈川県はそれぞれの作っているホームペ

ージにリンクを貼っているという状況です。 

 

（日本旅館協会：岡田支部長） 

作るっていうこととウェブサイトをリンクさせるということは別ですよね。観光案内所

との連携をどう考えているのか、まとめ方の方向が見えないですね。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

まさに観光案内所をどう整備していくかは、この中で御議論いただきたい内容です。現状

としては、県が直営で行っているところはありません。それぞれの市町村あるいは観光協会

がやっていまして、観光案内所自体は全県下の中で 38箇所ありまして、そのうちＪＮＴＯ

が認定している一定の外国の方に対応できるところは 15、カテゴリーとしては３つありま

すけれど、何らかの英語応対ができるのが 11 カ所、少なくとも英語の対応の方が常駐して

いるのが４箇所、というような状況であります。 

 

（座長：古賀教授） 

そういうのはＤＭＯの関係もたぶん出てくると思う。観光協会の業務とＤＭＯがどうい
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うような連携になるのか。組織が先なのか、やることが先なのかということになってくるか

もしれません。ある意味いろいろな形でやってきたものを体系的にやるために、一番いい形

で体系を作るためにはどうしたらいいかということがこの事業の内容になっているのでは

ないかと思います。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

ＤＭＯに関しては、国がＤＭＯをやろうということで、ＤＭＯ中心に予算もついているけ

れども、県がやろうとしているＤＭＯと観光協会の違いというのは、明確に県もイメージで

きていない、われわれもイメージできていないのではないかと。ですから、ＤＭＯを作らな

ければいけないといって予算をつけるのは違うのではないか。本当にＤＭＯが何をするべ

きかということ、観光協会と何が違うのかというところをもっと明確にしないと、予算をつ

ける意味もなくなってくるのではないかと思います。実際に、観光協会自体も各市町村によ

ってかなり温度差があります。鎌倉市は市から予算がつかなくなるという状態になり、では

観光どうするのかということもあります。あまりにも議題が大きすぎて、ここで決まらない

ような気もします。国がやれというからやっているということで予算がついている気がし

て、無駄だなというのが正直なところです。 

続いて、先ほどのパンフレットでございますが、皆様御指摘のとおり、紙媒体はどんどん

陳腐化していく、直すのにもう一回刷り直さないといけない。そういったものにお金をかけ

ていいのでしょうか。ＳＮＳとか、そういったものに直していったほうが、よっぽどいいの

ではないか。いっそのこと、神奈川県は紙媒体をやめてしまうというぐらいのほうが斬新で

いいと思います。ＳＮＳ等インターネット関係を使う場合、一番問題なのは日々の更新だと

思う。これに対して、イニシャルコストしか考えていないような気がします。ランニングを

どうしていくか、それが実は抜けているのではないかということを非常に危惧しています。 

 

（座長：古賀教授） 

ＤＭＯはＤＭＯという組織があるわけじゃなくて、ＤＭＯという強化した組織、核とした

組織を作ろうというところであって、それがどういうものかというのはまだ誰も分かって

いないですよね。 

 

（県観光協会：宮﨑専務理事） 

観光協会自体が株式会社になった北海道のような、営利企業として、株式会社として運用

していくならいいと思うけれど、それをＤＭＯに求めようとしているのか、それがまだはっ

きり見えていない。国がＤＭＯ、ＤＭＯって言っているから、ＤＭＯやらなければいけない

ということで、結構予算はついているのですから。 
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（座長：古賀教授） 

ニセコは株式会社があって、ニセコの株式会社がＤＭＯの役割をしているということ。Ｄ

ＭＯを作ったということではない。国の方も、ああいうような組織を作ったらどうかという

提案だと思う。 

 

（県観光協会：宮﨑専務理事） 

そこのところは、いろいろな意味で岐路に立っているかなという気はする。ひとしきり動

いていかないといけないかなと。そこをいわゆる公的なお金で動いているから、いろいろな

ことを言われるのでしょうから、そこのことをどう考えて、ＤＭＯを分けてやるのか。 

 

（座長：古賀教授） 

逆に考えれば、ＤＭＯはそういうことに使っていくというのが、ＤＭＯのあるべき姿と。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

それはゼロからやれと言われて、誰がやるのでしょうか。 

 

（座長：古賀教授） 

観光協会の強化も昔からやっていて、なかなか進まないのに、そこにまた新たな組織を作

ってうまくいくのかというと、なかなかそうもいかないですよね。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

おそらく、市の観光課ではできないことを観光協会にやらせようとしていたのでしょう

から、観光協会でできないことをＤＭＯがというと、たらい回しみたいな気がします。 

 

（県観光協会：宮﨑専務理事） 

ＤＭＯの話を聞いていて、私どもは国のほうと日観振というものもありますから、そうい

うところと常に話し合っていまして、ＤＭＯそのものも、その中の核の取組となっている。

今お話したのもその部分で、ＤＭＯ自体の概念の幅が広い。一つは国が言っているのは、地

域の部分の狭い範囲で何か事業を起こしたいという活性化、それから人材を育てるという

ことでＤＭＯを立ち上げながら、それを支援していく。その場合に観光協会というのは、も

し関与していくとすれば、主体ではなくて応援部隊、必要なものは何があるか、一つの事業

が立ち上がるときにそれが企業として成り立つかどうかというところの後押しをしていく

ときに、資金面の問題、人材の問題、いろいろあります。その場合には、大学の研究機関も

そうでしょうし、企業自体がスポンサーになる必要もあるし、コマーシャルベースに乗るま

では、観光協会やそういったところが後押しをしていく。ただ地域の小さなＤＭＯの形態に

よりますけど、基本的には企業主として一営利企業に育っていくかをやっていくわけで、観



13 

 

光協会はある程度コマーシャルベースに乗るまでの間の後押し機関として、それを推進し

ていく。そしてコマーシャルベースに乗ったら手を引いていく、というのが基本的な考え方

のように私は聞いております。ただ、もう一つのやり方は、県そのものが株式会社を構築し

ていくということももちろんあるでしょうから、一つに定型したものではない。ですから、

いわゆる事業そのものがどういうものをやろうとしているか、どういう人が関わろうとし

ているかということへの関わり方が、それぞれ変わってくるというものが、ＤＭＯの本質だ

と私は思います。 

 

（座長：古賀教授） 

今、日観振の話が出ましたけど、日本観光振興協会になったのは日本観光協会とツーリズ

ム産業団体連合会の 2 つの組織が合併してできました。ツーリズム産業団体連合会のほう

がＤＭＯ的なことをやろうとしていたのではないかと思いますが、結果的には一緒になっ

た。 

 

（県観光協会：宮﨑専務理事） 

今座長がおっしゃったように、ちゃんとした仕切りができていないので、どこまで介在し

ていいのか、どこまでで手を引かなければならないのか、あるいはずっとやっていくのか、

自分が主体になるのか、ということは、観光協会が今度は、公益財団、一般財団から株式化

していかなければならない話なのですね。そこまで踏み切るのかどうなのか、という話にな

っているので、相当大きな問題になってくる。そこを誰が仕切るのかということがある。そ

れから、やる事業によって関わり方が千差万別あるだろうと思いますから、一つだけの定型

的なものではないのだと。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

今おっしゃられたことはごもっともだと思いますけれど、そのことをここで議論してや

れるかというのは疑問です。ここにこれだけ予算をつけていいのか、という。今回は予算の

部分だけ話をするということですから。国がやれというからつけるのは、ばかばかしいとい

うことだけです、簡単に言うと。それからＤＭＯはＤＭＯでまた別の場を持つべきと思いま

す。 

 

（座長：古賀教授） 

でも、これから予算の話になると、一番大事な組織なのかもしれないですね。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

それをこの今のメンバーで、ほかの議題と一緒に話すことではないような気がします。 
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（事務局：藤巻産業労働局長） 

資料１が御議論ありますように、例えば観光案内所については入込観光客数 100 万人以

上はカテゴリⅠ、500 万人以上はカテゴリⅡ、1,000 万人以上はカテゴリⅢと一定の仮定を

設けたときに、このぐらい機械的な算定になりますという話です。今のＤＭＯもそういう話

でありまして、これはある程度のひとつの支線としておきながら、ここの区域についてはこ

れからとりまとめまでの間にそれぞれの市町村、それぞれの観光協会の御意見をいただき

ながら、もう少し裏を取りながら、確認をしていきたいと思っています。このままでは、確

かに机上の算数で出しただけでしょう、というお話でありますので。ただその中で、実態的

にどのくらい、どの地域にどのくらいのものを整備していく必要があるのかは、もう少し個

別の具体的な状況を反映させていくというのは、別に、個々に調整させていただきたいと思

っています。ＤＭＯに関して申しますと、私も実は去年の庁内の議論の中でも申しましたけ

ども、国の状況を見ていきますと、観光庁と地方創生をやっているところと、省庁によって

もＤＭＯの捉え方が違っているようでありまして、さっきのお話のように、とにかく民営化

していくのが目的なのだ、みたいなところと、それからやはり、自治体、観光協会とどうい

う住み分けをしながら効果的にやっていくのが適切なのかという見方でちゃんと議論する

べきという意見もあります。そこはまだこれからというところだと思います。いずれにしろ、

一番重要なのはいわゆる着地型で、それぞれの地域地域でこれからいろんなＤＭＯをつく

ったときの商品として、業としてやっていけるものがどれだけできていくのか、そこの部分

が見えない中で、先に形だけ作っても、あまり意味がないだろう。だから、まずどういうも

のをその地域で業としてやっていけるのか、そこに合わせた形で、一番適切な組織というの

をそれぞれの地域地域で検討していくべきだろうと思います。 

 

（県観光協会：宮﨑専務理事） 

まさにそのとおりです。今はいろいろなものをやるとなると、大きなプロジェクトもある

し、小さいものもある。大きなプロジェクトになればなるほど、関わる人が多くなる。それ

から一つの地域内で解決しないものがいっぱいある。そういったときに他のエリアが入っ

てこなければいけないときの接着剤の役割をするのはやはり観光協会であったり、県の役

割であったりということになるんだろうと私は思っていますけれど、もっと肝心なのは、基

本的にはコマーシャルベースに乗るまでの間に、どこまで育て上げるかについて、当然そこ

から今度は運営をしていく中では、金融機関相互のバックアップが絶対できない。ですから

こういったものと別組織にしたうえで、そうしたところで実際にものができていくかとい

うことは、相当大きな話を考えていかないとＤＭＯは語れないのではないか。本当に基本の

部分はやはり、地域の中に手を上げて、自分がこういうことをやりたい、ああいうことをや

りたい、こういった資源をもっと活かしたいというような手を上げる中心のなり手の方が、

どれくらいいて、どれくらい構想を持っているかが大事であって、それを取り囲んで、我々

が、一つの企業あるいは産業になっていけるかを議論しなければならない。初めに組織あり
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きではないだろうと思います。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

言葉ばかりが一人歩きしている気がして、ＤＭＯが何をする、させるものなのかが分から

ない。言葉自体が新しい言葉だと思うのですけど、そこでやることがはっきりしていれば、

それは既存のここでもできる、ということがあるはず。それがなぜかＤＭＯという言葉だけ

が洒落ているから、どんどん先にいっている気がしている。本当に既存の組織でできないも

のをやるのであればわかるが、目的がまったく分からない、国が言っているＤＭＯにしても。

だからあまりついていきにくい。そのようなものに予算をかけるのだったら、既存のところ

にもうちょっとお金を入れる、例えば観光協会にもうちょっとお金を入れて、もうちょっと

仕事をたくさんやれるようにして、それで済んでしまうのではないか。ＤＭＯという名前は

観光協会でもできる中身のものはたくさんある、というか感覚ではほとんど済んでしまう。

デスティネーションマネジメントって何をやるの、と思ってしまう。机上で出てきた話をな

んとか格好つけようとしているけれども、それについていけていないところはあります。も

っと既存のものを活用できるような考え方を講じるのがいいのではないかと個人的には思

っています。 

 

（座長：古賀教授） 

ＤＭＯは大変難しい話で、ここで議論するとずっと続いてしまうので、他にございますか。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

鉄道周遊切符の話で、資料３の中で思ったのが、プライスのところに例えば一番の上のと

ころだと大人で 860 円となっている。これがどう得なのか、外国人が見てもここからは読め

ない。860 円がどれくらい安いのか分からないと思います。アメリカでも、資料の中でよく

見ると、いくらと書いたあとに、これはいくらの値打ちがあるものですよと、比較してつい

ている。例えば、この 860 円が本当だと 1,200 円のバリューがあると書いておけば、安いと

思える。これだと 860 円とか 2,300 円とか書いてあるが、比較がないので、どれくらい安い

か分からないから、まったくアピール力に乏しいのではないかと思うので、そこはちょっと、

出しているところがどこか分かりませんけど、改善の余地があるのではないかと、個人的に

は思います。 

 

（座長：古賀教授） 

お金が書いてあるので、いいなと思ったのですけど。行政だと大体お金とか飛ばされてし

まうので。 
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（全国旅行業協会：坂入支部長） 

やはり比較対象がある方がいいと思うし、比較が出せると思います。京急のマグロ切符に

しても、間違いなく安いけど、マグロ切符の値段だけ出してもどれぐらい安いかは分かりに

くい。往復の電車賃とマグロのお昼のお金とバス代ともう一つお土産がついて、これらをひ

っくるめるとトータルとして、本来はいくらかかるけれどと、比較があった方が売りやすい、

もしくは買いやすいと思います。 

 

（座長：古賀教授） 

次に４番、４ページから、７ページ 12「消費行動の利便性向上」について御意見をいた

だきたいと思います。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

６番と 12 番に関してなんですけど、Wi-Fi とクレジットカード、クレジットカードは先

ほどイニシャルコストだけということでしたが、特に Wi-Fi のほうに関しては、どこに設置

するという場所と、ランニングコストをどう考えているのか、というところが載っていない

と思います。特に最近 Wi-Fi に関して、いろいろな方の御意見を聞いている中で、海外から

の方が宿泊するホテルに Wi-Fi がないと非常に不便だと思いますが、それ以外に街中で Wi-

Fi を使うという中で、このレストランとか、このカフェで Wi-Fi が使えるというところが

あると思いますが、意外と Wi-Fi を使うために人が滞在しすぎて、店が困るという話を最近

良く聞きます。エリア全体を Wi-Fi にしないと、意味がなくなってくるというところをどう

考えるのか。どのように設置場所、重点場所を作ってそこに設置するのか、あるいは先ほど

話がありましたが、既存の無料のものがある。例えば空港に行くと、空港でやっている Wi-

Fi もあれば、ラウンジでやっている Wi-Fi もある、いろんな Wi-Fi がある。どこまで既存

のものをみていくのかというところも踏まえて、どうお考えなのかお伺いしたい。今回は費

用のことなのでランニングということで。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

確かにここには最初に設置するときのコストしか記載しておりません。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

主体が誰かということも抜けていますよね。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

ランニングコストは、この後の役割分担にも非常に関わってくると思いますけれど、県が

ランニングコストまで見ていくということはなかなかないと思います。 
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（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

そうすると例えば、ランニングコストは持つと手を上げたところに、県がイニシャルコス

トを投下するというような話になるのは分かる。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

そういう意味では、今年から観光協会が設置している観光案内所に対して補助金を出さ

せてもらっていますけれど、それもまさに同じ考えで、イニシャルコストについては県が負

担します、ランニングについてはそれぞれが負担してください、というところで整理してい

ます。それから来年度については対象を広げまして、県内の観光施設に補助金を出していき

ます。同じような形です。先ほど街全体をという話でしたけれど、今ここに宿泊施設と観光

スポットを載せているのは、やはり先ほどあった宿泊施設には少なくとも、滞在する時間が

長いこともありますので、そこは必要だろうというところと、観光スポット、個々全てを

我々が整備することはできないので、県内の周遊につながるところですとか、あるいは発信

していただけるような場所について整備していくという整理で、宿泊施設と観光スポット

を挙げているということです。その他にもおそらく商業施設も受入先として出ているとこ

ろなので、これについては今検討しているところです。 

 

（県観光協会：宮﨑専務理事） 

今、イニシャルコストの関係、それから県の役割とか、いわゆる負担分のところが若干出

てきたところですから、基本的な部分でもう一回聞きますけれど、資料１の部分については、

最初にお話を聞いたときは、各市町村の観光協会や市町村からのアンケートに基づいて、自

分たちから整備が必要だということを出してもらったときに、それをコスト化したと聞い

ています。これは非常に労力がかかったことだと思いますけれども、問題はここに入ってい

るものは基本的に、国の施策の部分でいう補助金の対象になり得るのかどうなのか、という

ことが分からない。 

 

（事務局：野田観光部長） 

国の観光庁の受入環境整備の補助金については、宿泊施設について５つ以上の事業者で

協議会を作っていただいて、１施設 100 万円まで、そのメニューとして、Wi-Fi ですとか、

トイレの改修ですとか、多言語表示ですとか。 

 

（県観光協会：宮﨑専務理事） 

この資料に書いてあることというのは、国の施策の対象になるものとならないものがあ

るという区分けはできますか。 
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（事務局：野田観光部長） 

分けることはできます。国の施策の対象となっているのは、この中のごく一部です。 

 

（県観光協会：宮﨑専務理事） 

こんなにかかってしまうというだけで終わってしまうと、これだけの方々に集まっても

らっている意味がないので、やっぱり国の施策の中で順番もあるでしょうし、喫緊にやらな

ければならないものも出てくるでしょうから、そういったところから何か具体的にどんな

ものがというところから議論を進めていくと、もっと締まっていく話になるのかなと思い

ます。 

 

（事務局：野田観光部長） 

資料のいまの金額の置き方ですけども、たとえば Wi-Fi ですとか観光看板について、各市

町村にまずアンケートをして、問題意識がありますかというところで、ぜひやるべきだと手

を挙げていただいた市町村があったときに、具体的にあなたの市町村では何箇所ぐらい必

要ですか、というところまでは回答いただかなかった。問題意識として、やるべきかやらな

くてもいいのかというところだけをお聞きしました。やるべきだとした市に対して、オール

神奈川で何箇所やるべきなのかというところは、我々の推計で置いております。従いまして、

今後とりまとめまでにもう 1回、市町村とか観光協会にフィードバックさせていただいて、

1,000 の観光資源があると我々認識しておりますので、それぞれの市町村には何箇所観光資

源があると、それぞれのところに Wi-Fi を設置すべきかどうか、トイレを新設すべきかどう

か、もうちょっと細かいアンケートを４月に入ってからやらせていただこうと思います。も

うちょっと資料の精度を上げて、箇所数も多く入りすぎているところもあるかもしれませ

んので、ぐっと精査をしていきたいと考えております。またその際、先ほどからお話させて

いただいておりますＤＭＯの認識についても改めて聞いてみたいと思っております。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

観光客受入環境整備について、オリンピックとワールドカップが近いからという話で始

まっていると思っていますけれど、県は観光に出している予算が 47 都道府県で一番低かっ

たわけで、全国でどれくらい出すつもりか分からない中で、たとえば１年に 20 億、30 億も

出してくれるよということであれば、優先順位を決めましょうということになるけれども、

ただ単にやるとすればいくらになるよということだけ分かっているというところしかない

ので、今後どのようにこの会を方向付けていくのか分かれば、もう少しやりやすいかと思い

ます。 

 

（事務局：藤巻産業労働局長） 

ざっくばらんにお話しますと、今年の予算で、若干新規で施設整備補助の予算をもらいま
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した。ただ、そのときの議論の中でも、逆に県から言うと、一体どこまで整備すればいいの

か、もちろん県はこれから予算を勝ち取っていかなければいけないのですけれども、全体像

が見えない中で、とりあえずここだけという予算のつけ方もなかなか難しいわけで、少なく

ともオリンピックまでに最低限これだけのものが県から必要だ、それに向けて優先順位を

つけながら、全体の財政収入を見ながらどこまで、というのはあるけれども、ただその前提

がない中でやっていくというのは、逆に我々も要求しにくい。逆に言うと、最低限これが必

要だね、という皆さんの合意が得られたということで、我々は持っていきたい。そういう視

点で御意見いただければ。 

 

（横浜観光コンベンション・ビューロー：青木専務理事） 

Wi-Fi をこれから、例えばホテル、旅館、そういうところへ設置していく、これはいいこ

とだと思います。あわせて観光施設周辺にも設置をしていく、これは海外から来た人は非常

にありがたい。 

横浜は、横浜市が縦割りでいろいろ局ごとに、経済局とか文化観光課とかいろんなところ

で補助をしている。そうすると、通信している業者が全て場所によって異なっている。例え

ば、みなとみらいですとＡ社、中華街だとＢ社、そうなりますと、ホテルもＡ、Ｂ、Ｃいろ

いろ使っている。いちいちそこへ行って、切り替えなければならない。各旅行でお越しにな

った方、日本人であれば簡単ですが、いちいち入れていかなければいけない。もし今後やっ

ていくのであれば、エリアマネジメント的に、このエリアは例えば Wi-Fi のＡ社、逆に隣の

ところはＢ社という形でやっていかないと、本来の意味の利便性まではつながらない。今横

浜でもまとめられないかやっているのですが、実際に設置してしまっているので、今度はイ

ニシャルコスト＋ランニングコスト、ランニングは変わらないので、またイニシャルをかけ

なければいけない。なかなか整理ができないので、やるのであれば、そこも含めた形で県が

主体的に指導をしてくれるとありがたいと思います。不評が結構多いです。 

 

（座長：古賀教授） 

外国人の方からは不評ですか。 

 

（横浜観光コンベンション・ビューロー：青木専務理事） 

海外の方からもございますし、各事業者、ホテルその他からも、つながらないと言われる

という話は良く聞かれます。 

 

（公募：卓拉氏） 

Wi-Fi の話ですが、今ホテルと旅館と観光スポットばかりですけれど、あと買い物の場所

にも Wi-Fi を設置する必要があると思います。今後もしかしたら、たとえば買い物するとき

に家族と連絡したりして、買い物する時間がある可能性もあるので、その点から考えると百
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貨店とか商店街とかにも Wi-Fi を設置するのもいいと思います。 

 

（神奈川ＳＧＧクラブ：漆原会長） 

多言語化の点ですけれど、我々はボランティアで案内していて、いろいろな国の方が来ま

すから、本当にきりがない。時間との関係ですけれど、ファーストステップをどこかで切っ

て、やはり英語は最低限ということで、そこをまず徹底して、そこから何をやるかについて

は、それぞれの地域によって中国人が多いとか韓国人が多いとかいろいろあると思います。

ですからウェブサイト、われわれボランティア団体もウェブサイトを持っていますけれど、

日本語と英語だけをまずやって、それから次に何をしようかというときに、我々としては中

国大陸からのお客さん、ゲストからの申し込みはまだ少ない。ではまず中国語でやろうと、

ウェブに載せるときは簡体、繁体両方いりますけど、それをまずやる。全面的にやるのでは

なくて、コースの案内のところだけやるとか、あるステップでやっているのですね。そうい

う意味では、全体としては英語のないところもあると思います。やっぱりどこまでやるのか

ということを、例えば県で決めて、最優先にやるということ、次はある程度各地域になるの

ではないかと思います。一般論として中国語でアナウンスする人が韓国語でできるかを考

えると、あまりにも漠然としてしまうので、やっぱり時間軸というものを入れた方がいいの

ではないでしょうか。 

 

（箱根町：山口町長） 

Wi-Fi に関連して、13「宿泊施設の整備」の中で、テレビ海外ニュース放送設備の整備が

あるのですけど、旅館・ホテルは受信料をＮＨＫから１台ごとに取られて、大変な数になる

のです、金額的にも。受信料は一台一台になる。業界からもいつだったか要望が出されてい

たと思う。この辺から整備をしていかないと、どうなのかなと。海外のは必要だろうと思い

ますけれど、我々も海外に行くとＮＨＫなど日本語の番組は見る。これは整備は必要でしょ

うけれど、それ以前に旅館・ホテルの部屋ごとに設置してあるテレビの受信料、これを何と

かしないと、相当な経費になっています。 

 

（日本旅館協会：岡田支部長） 

客室に１台ありますと、それに対して受信料を一つ払う。ですから、客室数分がＮＨＫに

支払われ、相当な金額になる。最近新聞で、東横インがＮＨＫと争っていまして、負けて 19

億支払うという話になっている。我々、そこまで全部ただにしろとは言えないけれども、で

きればイギリスと同じようなＢＳ方式で安くできる、そういう方法でできないものか、日本

人のお客さんは既に自分で受信契約してお金を払っているのだから、当然旅館に来ても見

る権利はあるのではないかというのが我々の主張なのですけれど、ＮＨＫはそうは言わな

い。全部払ってくれという話なので。外国の方は払っていないので、多少とっていいかなと

思いますけれど。全体のコストを下げていただきますと、我々もお客様に提供する宿泊代が
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安くなることにつながりますので、そういう方向をぜひ。いい考えかどうかは分かりません

けれど、そんな状況があり事業者も苦労しています。 

 

（日本ホテル協会神静山梨支部：村松事務局長） 

ホテル協会も一緒でございまして、ホテル協会に加盟していると、先ほどの算式に近い負

担になるのですが、客室に１台というだけではなくて、休憩室にもテレビはちゃんとありま

すので、結構シビアではあります。 

 

（箱根町：山口町長） 

クレジット決済のところですが、やっぱり業種によって違う。手数料、例えば土産物屋は

手数料が高い。そうすると利益のことを考えれば、やっても儲けにならない。そういう利幅

が少ない中で、たいした金額じゃないみやげ物を買って、手数料をたくさん取るというのは、

日本の商売はこういう部分が外国に比べてどうなのか。手数料が高すぎるのではないか、と

いう感じもする。その辺はやっぱり解決していかないと、エリアに入れば少しは安くなると

いうのはあるようだが、そういう部分でもう少しなんとかならないか。さっきの共通切符、

あれも例えば２社の鉄道に乗っても、１枚でいけますよとか、そういうような形にすれば、

ゆっくり１日、２日とかかけて神奈川を回ろうとか、そういうことにつながるのかと思いま

す。各社ばらばらでやるのではなくて、将来的にはそういうことまで考えた方が、例えば神

奈川県の全部の鉄道に乗れる、バスに乗れる。 

 

（公募：卓拉氏） 

８（１）の宿泊施設等での 24時間通訳コールセンターについて、これは事業者が必要な

のか、観光客が必要なのか。観光客はどのくらい利用できるか、本当に 24時間の必要があ

るかどうか。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

ここに載せているのは、全体としては宿泊施設の方にお使いいただくのがこのコールセ

ンター。趣旨としては、いろんな観光にかかわる事業者が、言葉の問題でトラブルになって

しまう。何を言っているかわからないがために生じてしまう、ということを防ぐ趣旨でのコ

ールセンターですので、24 時間 365 日実施するということにしています。 

 

（日本ホテル協会神静山梨支部：村松事務局長） 

24 時間が妥当かどうか。通常であれば、９時から９時ぐらいまでやればいいのかなとい

う気がしますけれど。 
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（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

ここで議論するかどうかは分からないですけど、７ページのレンタサイクルのことなの

ですが、レンタサイクルをするには自転車専用道路が必要になってくると思って。先日ロン

ドンに行きまして、結構自転車専用道路ができている。そのおかげで、渋滞がすごくなって

いるという実情が出ている。後のほうで渋滞の話もあったので、そこら辺のこともやっぱり

トータルバランスで見ないと。エコだから電動アシスト付自転車ということだけではなく、

本当にそのことによって、自転車専用道路が増えるとか、そういう問題も出てきますから、

そこら辺のことも加味して考えないと。レンタサイクルを進める、これも本当に地域を見な

がらやっていかないと本末転倒になってしまうのではないかなという気がしています。で

も、これは市町村のアンケートで出ているから書いてあるのですね。 

 

（座長：古賀教授） 

必要性があるというところから算定したからそうなっているので、いまの問題を抱えて

いるところは、あまり提案していないかもしれないですね。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

レンタサイクルはどれくらい需要があるものなのか。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

例えば、鎌倉ですとレンタサイクルは民間ですけど、何社かございます。結構利用されて

います。海外の事例で言うと、ロンドンやパリでは、いわゆるまちぐるみでレンタサイクル

がかなり普及しています。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

日本人のお客さんの利用でしょうか。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

交通渋滞がすごく、自転車の方が早い。それがさらに交通渋滞を招いている。 

 

（湯河原町商工会：石倉会長） 

湯河原の場合は、観光協会で借りて湯河原駅で返す、というやり方で、人気はあります。

坂が多いのでこげないところとかありますが。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

ロンドンとかパリとか返す場所は何箇所もあって、そういう形でやれると、一つの業者じ

ゃなくて、ＤＭＯでやれば面白いと思う。 
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（湯河原町商工会：石倉会長） 

レンタカーでいうと乗り捨て場がある。乗り捨てる場所での観光にもつながる。 

これは補助金でつくということになるのか。 

 

（事務局：野田観光部長） 

事務分担ですとか、誰が費用を負担するかとかは次回の議論で。 

民間でも、横浜でいくとドコモですとか、都内でもどんどんエリアを拡大しています。 

 

（横浜観光コンベンション・ビューロー：青木専務理事） 

今、baybike という電動の自転車はそこら中に置いてありますが、インバウンドでお越し

になった人はあまり使っていません。なぜかというと、事前エントリー制なのです。事前に

手続してクレジット払いなので、インバウンドの人はなかなか使いにくい。逆に鎌倉ですと

か湯河原は、対面でやっているから使える。baybike の良い面、悪い面があります。どちら

かというと、通勤客やサラリーマンが使っている方が多い。本来の意味で、観光地である鎌

倉、湯河原、箱根のほうであると、対面でやっているし、乗り捨てる場所も変えられるし、

そういうものを土地柄も含めて考えると、良いのではないか。 

 

（座長：古賀教授） 

13「宿泊施設の整備」について、ほかに何かありますか。 

 

（公募：卓拉氏） 

多言語サイトについて、ホテルでは英語だけでいいと思います。観光客が利用するのは、

予約するときだけなので。予約するときは自分の国の予約サイトを使って、自分の国の予約

サイトでできなかったら、ホテルのサイトに移る人が多いと思います。そのために多言語ウ

ェブサイトを作る必要があるかどうかについては、調査とかがあれば、説明してもらえれば

と思います。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

この多言語ウェブサイトというのは、各ホテルが外国に向けてのウェブサイトという意

味ですか。 

 

（事務局：脇国際観光課長） 

そうです。宿泊施設の方々に向けてやったアンケートの中で、整備していかなくてはいけ

ないと、課題として認識されている率を出して計算したものです。個々の施設が作る必要が

あるか、というのはそれぞれ考えがあると思います。 



24 

 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

そうだとすると、ほとんど各ホテル・旅館によってということで、全体としてやりなさい

ということではないような気がします。そこにお金を出すのはどうかという感じがちょっ

とします。 

 

（日本旅館協会：岡田支部長） 

各施設に任せた方がいい。ただ最低限英語は必要かなという気はします。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

日本はサービスが良すぎると思う。電車の駅でも韓国語と中国語、英語、日本語とある。

極端なことを言うと、例えば、先ほどロンドンに行ったという話がありましたが、ロンドン

に行って日本語表示はほとんど見ない。アメリカでもほとんどない。そこは英語が世界語と

いう前提でいけば、英語だけやっておけば、基本的にはドイツ語しゃべる人でもフランス語

しゃべる人でも英語は認識できてしまうし、スペイン語でも同じ。中国の人も韓国の人も中

国の人なんて日本人より英語が堪能なので、たぶん英語だけでいいのではないかという気

はしている。 

 

（公募：卓拉氏） 

ホテルを自分で予約する人はほとんど若い人で、団体のお客様は、ほとんど自分で予約し

ないから、団体のお客様に英語ができない人が多いので、英語だけで大丈夫だと思います。 

 

（座長：古賀教授） 

例えば、県で英語の整備をして、それぞれの多言語化は民間がそれぞれの必要に応じて、

マーケットに応じてやるという感じではないか。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

トイレの洋式化ですけれど、全部和式のホテルとか旅館はもうないですから、これもどう

かという気がしている。いまもう既に洋式が主で、まれに和式がついているという感じがす

るので、改めてここで洋式化をやるのはどうか。日本人相手であれば、ウォシュレットはか

なり有望な、使うほうの立場になると理由付けにはなる。このあいだも上海に行く人が、シ

ャワートイレがあるホテルを予約してくれと言ってきた。アメリカでは非常に少ない。ハワ

イではあるホテルがすべてシャワートイレ化した。そうすると日本人はそこに行くが、外国

人にはあまりうけない。シャワートイレは必要なくて普通の洋式トイレということであれ

ば、いまもう既にほとんどなっているので、改めてここで挙げる必要はないかなと。30 年

ぐらい前ならともかく、今はほとんどいらない。 



25 

 

 

（日本旅館協会：岡田支部長） 

現状では、部屋のほとんどが洋式です。日本人が和式便器を使えない。若い人は知らない。

ただ、古い施設は、共同トイレがあって、それが和式で残っているというケースはある。そ

こまで必要かというと、各施設の対応でできる。これも県のほうで面倒見ていただかなくて

も、国の補助金の対象にはなる。 

 

（箱根町：山口町長） 

むしろトイレのバリアフリー化が進まない。オストメイト対応など、整備としてはそちら

の方がむしろ必要なのかもしれない。 

 

（全国旅行業：坂入支部長） 

たしかに、ビジネスホテルだと１段か２段上がらないとトイレに入れないところはある。 

 

（伊勢原市：髙山市長） 

伊勢原市のことを申し上げて大変恐縮ですけれど、観光に関しては後発組でございまし

て、昔江戸期には江戸の人口が 100 万人のときに、20 万人大山に来られたという大変繁栄

したところだったが、その後陳腐化して、やっと最近また日の目を見てきたという状況があ

ります。一方で、旅館にしてみると宿坊ですから、やはり今個室対応がほとんどになってい

て、今出ましたバリアフリーとかトイレの問題ですとかさまざまな問題で、問題を抱えてい

ることも事実です。ただ、今申し上げているのは、利用方法について知恵を出して活用方法

を考えよう、ということで取り組んでいるが、特に大山だけということではなくて、一般的

なものは残していただければ、ありがたいと思います。 

 

（箱根町：山口町長） 

旅館、ホテルを生業とする業者にとって、民泊の関係ですけど、ここで話すのがいいのか

どうかはありますが、いわゆる届出ができている民泊はいいが、無届の民泊がそこら中にで

きていて、正業を圧迫する。国が 180 日以内でということを言っているが、あの辺の扱い

がどうなのか、これから町でも条例で規制できる部分があるのか考えていかなければいけ

ない。実際には、相当数きているわけです。いままで議論してきたことはお構いなく、ただ

泊めている。やはり料金も安いし、満員のときもある状況で、はたしてそれが、逆にサービ

スとして日本のおもてなしはこんなものかと、マイナスイメージになってしまうのではな

いか、そういうことまで考えると、国が宿泊施設が足りないからと打ち出しているのはちょ

っとおかしいのではないか。宿泊施設の整備となると、正業でやっている旅館・ホテルはこ

ういう整備をしなければならない、一方では無届に近いような形でさあいらっしゃいとい

うことで、何かおかしいという感じはします。 
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（座長：古賀教授） 

宿泊施設の整備の中に、少し民泊に対する手立てとか。 

 

（箱根町：山口町長） 

180 日以内ですか、今。あれは決まってしまうのでしょうけれど。リゾートマンションが

空いているから、小遣い稼ぎにやろうとやりだされてしまうと、箱根も法律の範囲の中で規

制していきます。国の姿勢としてどうなのか。もてなし、もてなし、と言っているけど、わ

れわれが考えると外国の方にとってもてなしがいいようなところもある。ここで議論する

ものかどうかは分からないが。ただ、宿泊施設というジャンルの中で、そういう問題があり

ます。 

 

（公募：卓拉氏） 

多言語ウェブサイトのところですが、ウェブサイトが使いやすいかどうか、予約するとき

に簡単にお金が支払えて、予約できるようなウェブサイトになれば、外国人にはすごく助か

ると思います。また、ウェブサイトの内容の充実さも関わりがあります。例えば、周りにど

んな観光資源がありますとか、交通が便利かどうか、こういった面でウェブサイトの作成の

サポートができればと思います。 

 

（鎌倉商工会議所：久保田会頭） 

第１回のときに出たと思いますが、通りの名前を作りましょう。日本で一番遅れているの

は、通りの名前がないところ。交差点ばかりで通りの名前がない。神奈川県は通りの名前を

率先してつけましょう。これは意外と廉価で、しかも外国人の方にすごく喜ばれる。海外に

は通りの名前がある。日本には本当にない。神奈川が率先してやれば、日本の中でもイニシ

アチブを取っていいのではないか。これはぜひお願いしたい。そんなにお金もかからないで

すから。 

 

（全国旅行業協会：坂入支部長） 

行政がやると、結構かかります。ただ、日本で交差点の名前は良く見るが、どこの道路と

道路の交差点かが分からない。実はこっちの方がはるかに分かりやすい。交差点を探すのも

難しい。なぜああなったのかは分からないが、自動車で文化が始まった国とそうではないと

ころとの差なのかもしれないが、通りの名前さえ書いておいてもらえれば、自分がどこにい

るかすぐ分かる。なんとなくどう行けばどこの通りに出るかも分かる。実は黒岩知事とお会

いしたときに少し話したことがあるのですが、20年、30 年のスパンでやれば、毎年そんな

にお金のかかる話ではないから、できないことではないと思う。 
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（県観光協会：宮﨑専務理事） 

山下公園の入り口でアンテナショップをやっているので、外国の方が船から降りると、両

替をしたいということで、どこ行けばいいか聞かれることがあります。郵便局があるので、

そこを案内するのですが、アベニューかどうかというレベルが、なかなか説明がつかない。

通りの名前がついていたら、外国の人は非常に分かりやすいのではないか。そこの信号右で

すよと言うときに、そこの通りの名前があれば行けるわけですから。ニューヨークに行った

とき、そういったことがすごく整備されていて、１回行っただけだが、地図を見てどこいる

のかが分かる、そういったことはすごく大事だと思う。 

 

（公募：卓拉氏） 

調査やアンケートを行っていると思いますが、外国人に対してアンケートを行ったらど

うでしょうか。本当の外国人のニーズを把握できると思います。どうやって実施するかにつ

いては、中国には神奈川県の観光のＳＮＳがある。そこに 20 万人ぐらいのファンがいる。

ＳＮＳを通じて、アンケートを実施して、外国人が日本に対してどのようなニーズを持って

いるかを把握して、施設の利便性の向上とかをやっていくといいと思う。ニーズがなくてみ

んな使わず、お金の無駄になるものもあるのではないか。 

 

（座長：古賀教授） 

外国人に対して、県もいろいろやっていますよね。 

次回は役割分担についてやりますけど、今日何が出たかをおさらいします。 

全般的に国に対する補助金との関係があったり、あるいはこの前にやること、たとえば条

例とか民泊のような問題のあることを解決した上で、いろいろ予算化とか考えなければい

けないという部分もずいぶん出てきたと思っています。細かいことはいろいろ出てきたが、

ＤＭＯが大きな問題として出てきた。予算の役割分担として、ＤＭＯについてはどこが役割

分担を担うのかという意味では、ＤＭＯは大事な話になってくるのかもしれない。観光協会

がそれを担うことができるのかという、根本的、役割分担の前の問題がある、ということも

出てきた。現状では既存の施設で考えていくしかないのではないか、既存の施設をどのよう

な形で強化していくのかというのはまた別の話になってくる。あるいは役割分担していく

上で、またそういった話が出てくるといいのではないか。今後はこういう事業もこの組織で

役割を担っていかないといけないということが出てくるといいのではないか。問題は、グリ

ーンツーリズムもグリーンツーリズムでＤＭＯのようなものを作っていたり、他の産業・部

署でも観光客の受入に近いようなことはやっているので、そことの連携も図りながら、予算

とか役割分担を考えていくということも最終的には大きな課題になっていくのではないか。 

県がやっていいのか、全国的にやるべきなのか、ＮＨＫの受信料とか、カードの割引やカ

ードの手数料を安くするとか、これは日本全体の話になってくるのではないかと思います。

神奈川県だけということではないですが、大きな問題としてあるということは常に考えな
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がら、事業をやっていくということが大事ではないかと。それから、できれば次回、国の補

助金の一覧みたいなものが出てくると議論しやすいかと。できれば関連のものもあると一

番いいのでしょうけれども。今回の事業はオリンピックに向けてというのは一つのきっか

けだが、先を見越して、もう少し先を考えながら、性急にオリンピックのためだけにやると

いうことではなくて、これから必要だということで考えておくことも必要ではないでしょ

うか。民泊の問題はこれから大変大きな問題となる。これもここではなくて、別途、考える

場所を作ってもらえればいい。 

条例や規制に、昭和 50 年くらいに国が行った、外国人が独り歩きできる環境づくりとい

う国際観光の振興の中で、トイレと英語看板の表記、この二つが事業でした。今から考える

と笑ってしまうような施策を行っていたが、あの時は貿易黒字でどんどん使っていこうと、

全然儲けを考えなかった。観光が赤字知らずの一番いい産業だと言われていた。そのときも

日本の和式トイレがいいじゃないかなど、外国人からも和式トイレが一番掃除しやすい、あ

れが一番清潔だという話も出ていた。トイレはある程度それぞれでやる問題ではないかと

いう話だった。ただ、バリアフリーに関してはやはり非常に重要なこと。また宿坊など宿泊

形態によっては、トイレとか基本的な問題がまだまだ残っているということは踏まえてい

く必要があるので、項目としては残しておいてほしいという意見もあった。 

情報では、広く、宿泊施設だけではなく、買い物の場所とか観光客の立ち寄る場所にも必

要なのではないか。富士山の裾野の町で民宿などいろいろなところにアンケートをしたと

ころ、外国人の方はどこで情報を使っているかアンケートしたら、宿泊施設で朝起きたとき

に全部その日の情報を調べて、そして動き出す。ほとんどの人がそうだった。観光地で使っ

ているかいうとそうではないと言うアンケートの結果だった。そういったことをもう一回

踏まえて、宿泊施設での Wi-Fi の立ち上げは大変大事、必須なのではないか。あとは統一化

できるのかどうか、そういったことも問題ではないか。役割分担というのも、個々でやるべ

きことと統一化を図るという県の役割も絡んでくるのではないか。お金だけではなくて、誰

がやるかということもあるのではないでしょうか。 

次回は今回の議論を踏まえて、役割分担について実施したいと思います。今度は役割分担

のほうからお金を見ていくことになるのではないか。 

それでは、本日はこれで閉会します。 

 


